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令和６年度岳南排水路管理組合会計歳入歳出決算及び財産に関する調書 

並びに基金運用状況の審査意見について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定に基づき、審査に付

された令和６年度会計の歳入歳出決算及び関係書類並びに基金運用状況についての

審査結果を意見書として提出します。 



令和６年度岳南排水路管理組合会計歳入歳出決算及び財産に関する調書並びに 

基金運用状況の審査について 

 

 

１ 審査の対象 

（１） 会計歳入歳出決算 

（２） 財産に関する調書 

（３） 基金運用状況 

 

 

２ 審査の期日 

令和７年７月７日から同年８月２６日まで 

 

 

３ 審査の方法 

審査は、歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書及び

関係諸帳簿並びに証拠書類などにより決算計数を精査し、併せて執行事業は関係職員からその

内容の説明を聴取して実施した。 

基金の運用状況の審査は、関係諸帳簿と照合して、計数の正否を精査し、運用の妥当性を審

査した。 

 

 

４ 審査の結果 

審査に付された決算書、関係書類及び諸帳簿は、いずれも関係法令を遵守した処理がなされ、

計数は関係諸帳簿と符合していることが認められた。また、予算の執行、財産の管理、基金の

運用状況及び事務処理の方法についても、運営全般にわたり妥当と認められた。 

審査結果の概要及び意見は、次のとおりである。 

また、一部の事務において改善や検討を要する事項が見受けられたので、岳南排水路管理組

合監査基準に基づき後述のとおり示す。 

 

 ⑴ 事務の執行、事業の管理状況等についての意見 

ア 決算の概要 

   令和６年度の決算総額は、歳入が５８２,３１９,０８１円、歳出は５４４,４３１,５１２

円であり、歳入歳出の状況を前年度と比べてみると、歳入が４,５４８,６１３円（０.８％）、

歳出が９,７８５,５６０円（１.８％）それぞれ減少している。 

歳入において、使用料及び手数料のうち、基本料金と従量料金から構成される使用料収入

は、基本料金で１５１,２２６,８１２円、従量料金で２７６,４９０,１２９円の合計 

４２７,７１６,９４１円となり、前年度と比べ基本料金は１９０円（０.０％）、従量料金は

１,０３３,２９１円（０.４％）それぞれ増加し、合計では１,０３３,４８１円（０.２％）

の増加となっている。 
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なお、基本料金の基礎となる許可排水量は、本年度中に増減はなく１,１１２,２８９㎥／

日となり、従量料金の基礎となる実績排水量の年度累計は、前年度と比べ７９２,８６４㎥ 

（０.４％）増加した２０８,７６２,５４８㎥となっている。 

また、使用工場数は年度途中に新規・廃止工場がなかったため、前年度と同様の８６工場

となり、このうち休止工場数は９工場で、稼働工場数は７７工場となっている。 

その他の歳入の主なものとして繰越金は１３,３３４,９２３円（２９.０％）減少している

ものの、財産収入は２,７３９,０５１円（４.０％）、繰入金は５,０００,０００円（１０.９％）

それぞれ増加している。 

   歳出では、施設維持改良費などの総務費は１２,３７４,１０１円（２.６％）減少している

ものの、基金積立金の諸支出金は２,７４５,２７７円（３.８％）増加している。 

事業執行においては、予定された事業は適正に執行されており、また、基金運用において

は、保有する国債等の債券において金利の変動があり、購入時期の分散により将来の金利変

動リスクを抑えた運用が図られている。 

 

  イ 意見 

使用工場の多くを占める紙産業を取り巻く環境は、紙・板紙の需要低迷が続く中、衛生用

紙については引き続き堅調に推移するなど、踏みとどまりを見せている。また、紙パルプの

製造技術を活用し、カーボンニュートラルの実現に向けたバイオエタノール生産実証事業へ

の着手が富士市内で増えてきており、前向きな設備投資がなされている。 

本組合においては、歳入では、本年度も使用者の新たな廃止及び休止はなく、排水量が持

ち直したことにより使用料は増収となり、また、歳出では、管渠の状態を監視し、目標耐用

年数を延ばす等、支出を適正な水準に抑えたことにより、収支は引き続き黒字となっている。 

しかしながら、物価上昇による経費の増加は今後も続くことが予想され、使用料収入のみ

では支出を賄えない厳しい財政状況は依然として続くものと考えられる。そのため、限られ

た財源の中でも組合運営が継続できるよう、安全で安定した基金運用を図るとともに、スト

ックマネジメントに基づく施設の維持管理を計画的に実施するなど、中・長期的な視点に立

った運営をされるよう要望する。 

 

 

 ⑵ 処置結果 

   各会計歳入歳出決算及び基金運用状況の審査における処置結果は、次のとおりである。 

 

【各処置区分の件数】 

区分 件数 

指摘 0 件 

注意 0 件 

指導 1 件 

検討・要望 1 件 

合計 2 件 
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◎ 総   括 

 

１ 決 算 概 要 

 

令和６年度の決算額は、次のとおりである。 

予算現額  ５６３,９２８,０００円 

歳  入  ５８２,３１９,０８１円 

歳  出  ５４４,４３１,５１２円 

差引残額   ３７,８８７,５６９円 

歳入決算額は、予算現額に対する収入率１０３.３％、調定額に対しては１００.０％となっ

ている。 

また、歳出決算額の執行率は、予算現額に対し９６.５％で、差引残額は翌年度へ繰り越す 

措置をしている。 

なお、歳入歳出決算額の３か年度の推移は、次表のとおりである。 

 

［歳 入］ 

                           （単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 決算額 
対予算

比 率 

対調定

比 率 

不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算現額 

と決算額 

との比較 

6 563,928,000 582,319,081 582,319,081 103.3 100.0 0 0 18,391,081 

5 580,517,000 586,867,694 586,867,694 101.1 100.0 0 0 6,350,694 

4 572,188,000 585,196,601 585,196,601 102.3 100.0 0 0 13,008,601 

 

 

［歳 出］ 

                           （単位：円、％） 

年度 予算現額 

決算額 

翌年度繰越額 不用額 

予算現額 

と決算額 

との比較 
金 額 執行率 

6 563,928,000 544,431,512 96.5 0 19,496,488 19,496,488 

5 580,517,000 554,217,072 95.5 0 26,299,928 26,299,928 

4 572,188,000 539,211,056 94.2 0 32,976,944 32,976,944 
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２ 決 算 収 支 

 

決算収支は次表のとおりであり、歳入歳出差引額である形式収支は、３７,８８７,５６９円

となり、前年度と比較し５,２３６,９４７円（１６.０％）増加している。 

また、翌年度へ繰り越すべき財源はないので、同額が実質収支となり、対歳入実質収支比率

は６.５％となっている。 

 

決 算 収 支 状 況 

                                       （単位：円） 

区   分 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

Ａ 歳 入 額 585,196,601 586,867,694 582,319,081 

Ｂ 歳 出 額 539,211,056 554,217,072 544,431,512 

Ｃ 形 式 収 支 （ Ａ － Ｂ ）  45,985,545 32,650,622 37,887,569 

Ｄ 翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0 

Ｅ 実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ）  45,985,545 32,650,622 37,887,569 

（対歳入実質収支比率 Ｅ/Ａ） （7.9％） （5.6％） （6.5％） 

Ｆ 単年度収支（Ｅ－前年度Ｅ） △8,126,608 △13,334,923 5,236,947 

Ｇ 積 立 金 47,281,541 67,224,443 69,969,720 

Ｈ 積 立 金 取 り 崩 し 額 45,000,000 46,000,000 51,000,000 

Ｉ 実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） △5,845,067 7,889,520 24,206,667 

  

（注）積立金は、職員退職手当基金を除く。 

 

 

３ 歳入について 

決算額は５８２,３１９,０８１円で、前年度と比較し４,５４８,６１３円（０.８％）減少し

ている。 

この内容は、使用料及び手数料で１,０４５,６６１円（０.２％）、財産収入で 

２,７３９,０５１円（４.０％）、繰入金で５,０００,０００円（１０.９％）、諸収入で 

１,５９８円（１.４％）増加したが、繰越金で１３,３３４,９２３円（２９.０％）減少したこ

とによっている。 

歳入各款の概要は次のとおりである。 
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第１款 使用料及び手数料 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

6 409,641,000 428,002,071 428,002,071 18,361,071 104.5 100.0 73.5 

5 420,640,000 426,956,410 426,956,410 6,316,410 101.5 100.0 72.8 

  

収入済額は、前年度と比較し１,０４５,６６１円（０.２％）増加している。 

収入済額の内訳は、各工場の岳南排水路使用にかかる使用料収入及び占用料である。 

使用料収入は基本料金（許可排水量１㎥あたり１１.３３円）と従量料金（実績排水量１㎥あた

り１.３２円）により構成され、基本料金の算定基礎となる許可排水量（㎥／日）は、本年度中に

増減はなく１,１１２,２８９㎥／日となった。 

また、従量料金の算定基礎となる実績排水量の年度累計は、前年度と比較し７９２,８６４㎥ 

（０.４％）増加した２０８,７６２,５４８㎥となった。 

これにより、使用料収入は基本料金で１５１,２２６,８１２円、従量料金で 

２７６,４９０,１２９円の合計４２７,７１６,９４１円となり、前年度と比較し基本料金で 

１９０円（０.０％）、従量料金で１,０３３,２９１円（０.４％）それぞれ増加し、合計では 

１,０３３,４８１円（０.２％）増加している。 

なお、本年度の使用工場数は、年度途中に新規・廃止工場がなかったため、前年度と同様の 

８６工場であり、このうち休止工場は９工場で、稼働工場は７７工場となっている。 

占用料は２８５,１３０円（電柱設置等２０件）であった。 

以下、「３か年度の路線別排水量」及び「排水量と紙生産量の比較」は、次のとおりである。 

 

 

３ か 年 度 の 路 線 別 排 水 量 

（単位：万㎥） 

路線 

年度 
岳南１号 岳南２号 岳南３号Ａ 岳南３号Ｂ 岳南４号 岳南５号 合  計 

6 5,104 3,681 2,208 4,100 1,375 4,408 20,876 

5 5,012 3,555 2,300 3,999 1,437 4,493 20,797 

4 5,298 3,651 2,377 4,179 1,530 4,621 21,655 
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排 水 量 と 紙 生 産 量 の 比 較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２款 財産収入 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

6 70,536,000 70,549,174 70,549,174 13,174 100.1 100.0 12.1 

5 67,791,000 67,810,123 67,810,123 19,123 100.1 100.0 11.6 

 

収入済額は、前年度と比較し２,７３９,０５１円（４.０％）増加している。 

これは、主として岳南排水路基金の債券において、運用益金が増加したことによっている。 

収入済額の内訳は、岳南排水路基金の運用益金６９,９６９,７２０円、職員退職手当基金の運

用益金５６５,０００円、廃鉄蓋売払収入１４,４５４円である。 

 

 

 

 

 

［ 排水量 ： 年度  紙生産量 ： 年 ］ 

※ 上記グラフの紙生産量は、富士市産業交流部産業政策課提供データによる。 

（富士宮市分紙生産量は、各調査地区内の事業所が２以下のため、公表されていない。） 
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第３款 繰入金 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

6 51,000,000 51,000,000 51,000,000 0 100.0 100.0 8.8 

5 46,000,000 46,000,000 46,000,000 0 100.0 100.0 7.8 

 

収入済額は、前年度と比較し５,０００,０００円（１０.９％）増加している。 

これは、前年度からの繰越金が減少したことにより、岳南排水路基金からの繰り入れが増加し

たことによっている。 

 

 

 

第４款 繰越金 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

6 32,650,000 32,650,622 32,650,622 622 100.1 100.0 5.6 

5 45,985,000 45,985,545 45,985,545 545 100.1 100.0 7.8 

 

収入済額は、前年度と比較し１３,３３４,９２３円（２９.０％）減少している。 

 

 

 

第５款 諸収入 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

6 101,000 117,214 117,214 16,214 116.1 100.0 0.0 

5 101,000 115,616 115,616 14,616 114.5 100.0 0.0 

 

収入済額は、前年度と比較し１,５９８円（１.４％）増加している。 

収入済額の内訳は、市町職員研修事業助成金７２,０００円、職員負担分の雇用保険料 

３５,２１６円、保険事業に係る事務手数料（２件）９,９９８円である。 
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４ 歳出について 

決算額は５４４,４３１,５１２円で、前年度と比較し９,７８５,５６０円（１.８％）減少し

ている。 

これは、主として諸支出金で２,７４５,２７７円（３.８％）増加したが、総務費で 

１２,３７４,１０１円（２.６％）減少したことによっている。 

また、不用額は１９,４９６,４８８円であるが、主として委託料及び工事請負費の契約差金

と予備費によるものである。 

歳出各款の概要は次のとおりである。 

 

 

第１款 議会費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

296,000 189,000 0 107,000 63.9 

 

支出済額は、前年度と比較し１６７,５２０円（４７.０％）減少しており、項別の支出状況は

以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 5年度 令和 6年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 議会費 356,520 189,000 △167,520 0 107,000 

 

支出済額の主なものは、定例会２回の開催に伴う報酬１４５,０００円である。 
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第２款 総務費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

485,471,000 468,658,019 0 16,812,981 96.5 

 

支出済額は、前年度と比較し１２,３７４,１０１円（２.６％）減少しており、項別の支出状況

は以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 5年度 令和 6年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 総務管理費 135,766,004 137,757,613 1,991,609 0 3,093,387 

２ 施設管理費 88,644,340 87,257,971 △1,386,369 0 8,934,029 

３ 施設維持改良費 256,621,776 243,642,435 △12,979,341 0 4,785,565 

計 481,032,120 468,658,019 △12,374,101 0 16,812,981 

 

前年度と比較し１２,３７４,１０１円（２.６％）減少した理由は、総務管理費で 

１,９９１,６０９円増加したが、施設管理費で１,３８６,３６９円、施設維持改良費で 

１２,９７９,３４１円減少したことによっている。 

各科目別の支出状況は、以下のとおりである。 

 

 

第１項 総務管理費 

第１目 一般管理費 

支出済額は１３７,７５７,６１３円、執行率は９７.８％で、前年度と比較し 

１,９９１,６０９円（１.５％）増加している。 

これは、主として一般職の給与費で５,７２４,０１３円増加したことによっている。 

支出済額の主なものは、一般職の給与費１０５,７７３,２９５円（歳出総額の１９.４％）

である。 

 

 

第２項 施設管理費 

第１目 排水管理費 

支出済額は１,８０５,２９１円、執行率は９３.１％で、前年度と比較し３９９,１８５円

（２８.４％）増加している。 

これは、主として委託料で２９８,９８０円増加したことによっている。 

支出済額の主なものは、水質調査及び硫化水素調査に係る需用費（消耗品費、修繕料） 

１,１１５,３７１円、委託料３９６,０００円である。 
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第２目 下水道管理費 

支出済額は４７,４６３,３４３円、執行率は９４.６％で、前年度と比較し 

１,３７５,７１３円（２.８％）減少している。 

これは、主として工事請負費で１,３０３,５００円減少したことによっている。 

支出済額の主なものは、委託料２４,３４２,１７５円及び工事請負費 

２１,６２６,０００円であり、次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 １２件  ２４,３４２,１７５円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

管内点検調査 ５ 

ＴＶカメラ調査工 １,６７０ｍ 

目視調査工 ６,９９７ｍ 

人孔調査工 １８０か所 

18,838,600 

ゲート点検整備 

及び作動試験 
２ 

ゲート点検 ２２門 

作動試験 ４門 
4,576,000 

 

上記の他に、５件９２７,５７５円を支出している。 

 

②  工事請負費 ２０件  ２１,６２６,０００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

人孔整備 ９ 
鉄蓋付替工 １１か所 

舗装版撤去復旧工 １か所 
10,708,500 

管路補修 ５ 
管路補修工 １か所 

人孔補修工 １１基 
4,738,800 

 

上記の他に、６件６,１７８,７００円を支出している。 

 

 

第３目 ポンプ場管理費 

支出済額は３７,９８９,３３７円、執行率は８６.２％で、前年度と比較し 

４０９,８４１円（１.１％）減少している。 

これは、主として委託料で４３０,４３０円減少したことによっている。 

支出済額は、ポンプ場運転に係る需用費（光熱水費等）４,４４１,８６７円、委託料 

３３,１２９,４７０円及び工事請負費４１８,０００円であり、委託料及び工事請負費は次表

のとおり執行している。 

 

①  委託料 ５件  ３３,１２９,４７０円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

ポンプ場運転管理 ２ 運転管理業務 32,186,000 

 

上記の他に、３件９４３,４７０円を支出している。 
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②  工事請負費 １件  ４１８,０００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

潤滑水ポンプ補修 １ 潤滑水ポンプ修繕工 一式 418,000 
 

 

 

 第３項 施設維持改良費 

第１目 施設改良費 

支出済額は２４３,６４２,４３５円、執行率は９８.１％で、前年度と比較し 

１２,９７９,３４１円（５.１％）減少している。 

これは、主として委託料で２,７５０,０００円、工事請負費で１０,０７４,０９７円減少

したことによっている。 

各事業別の委託料及び工事請負費は、次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 １件  １,５４０,０００円 

管渠施設費 １件  １,５４０,０００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円） 

添架管点検 １ 橋梁添架管点検業務 １か所 1,540,000 

 

 

②  工事請負費 １２件  ２４１,１９５,６０３円 

㋐ 管渠施設費 ９件  ２３４,７９０,６００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円） 

管渠更生 ６ 管渠更生工  工事延長 ２９８.７ｍ 214,082,000 

水管橋塗替塗装 １ 現場塗替塗装工 １５０㎡ 15,631,000 

管路接続 １ 管布設工  工事延長 １.４ｍ 3,795,000 

 

上記の他に、１件１,２８２,６００円を支出している。 

㋑ ポンプ場施設費 ３件  ６,４０５,００３円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円）

ポンプ場水位計更新 １ 水位計更新 ２台 4,070,000 

 

上記の他に、２件２,３３５,００３円を支出している。 
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第３款 公債費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

50,000 49,773 0 227 99.5 

 

支出済額は、前年度と比較し１０,７８４円（２７.７％）増加しており、項別の支出状況は以

下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 5年度 令和 6年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 公債費 38,989 49,773 10,784 0 227 

 

 支出済額の内訳は、基金の繰替運用に伴う利子４９,７７３円である。 

 

 

 

第４款 諸支出金 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

75,535,000 75,534,720 0 280 99.9 

 

支出済額は、前年度と比較し２,７４５,２７７円（３.８％）増加しており、項別の支出状況

は以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 5年度 令和 6年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 積立金 72,789,443 75,534,720 2,745,277 0 280 

 

前年度と比較し２,７４５,２７７円（３.８％）増加した主な理由は、岳南排水路基金において、

債券の運用益金で２,７４５,２７７円増加したことによっている。 

支出済額の内訳は、岳南排水路基金６９,９６９,７２０円（債券利子分４４,８３４,４５６円、

債券売却差益分２５,０８５,４９１円、繰替運用に伴う利子分４９,７７３円）、職員退職手当基

金５,５６５,０００円（債券利子分５６５,０００円、積立金分５,０００,０００円）である。 

 

 

 

第５款 予備費 

 

支出済額はなく、予算現額の全額２,５７６,０００円が不用額となっている。 

なお、本年度において予備費からの充用はなかった。 
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◎ 財産に関する調書 

 

財産に関する調書にかかる土地及び建物、物権（地上権）、物品及び施設について、財産台帳 

及び証拠書類を照合して審査した結果、その計数、内容は適正に管理されているものと認められ

た。 

 

 

 

◎ 基金運用状況 

 

１ 岳南排水路基金 

前年度末現在高は３,３０３,０４１,１３９円で、決算年度中に債券の利子（年利率 

０.１４５％～２.３００％）等の運用益金６９,９６９,７２０円を積み増ししたが、 

５１,０００,０００円を取り崩したので、決算年度末現在高は３,３２２,０１０,８５９円と

なっている。 

決算年度中の債券の動向は、下表の買換えにより、債券本数は前年度末から３本増加した３

０本（額面総額３２億１千万円）となり、購入額の合計は前年度末から５,９８５,６３９円減

少した３,１８６,１９５,３５１円となっている。 

また、１本の債券（額面５千万円）のうち、１千万円を職員退職手当基金へ振り替えている。 

なお、決算年度中は保有する債券にて安全かつ安定した運用を図り、債券利子 

４４,８３４,４５６円、売却差益２５,０８５,４９１円の運用益金を得ている。 

 

【債券の買換え】 ※丸数字の番号は、１６頁の各債券の番号に対応している。 

銘柄名等 利率 購入金額 売却差益 

売却 第 250 回 日本高速道路保有債 1.278% 99,950,000 円 1,363,501 円 

購入 第 82 回 利付国債 ㉕ 1.800% 95,765,753 円 ― 

売却 Ｆ45 回 地方公共団体金融機構債 1.520% 98,324,658 円 3,737,588 円 

購入 大阪市第 19 回 30 年公募公債 ㉖ 2.300% 100,000,000 円 ― 

売却 第 108 回 利付国債 ② 1.900% 98,563,561 円 7,996,685 円 

購入 愛知県令和 6年度第 10 回公募公債(30 年) ㉗ 2.191% 100,000,000 円 ― 

売却 Ｆ45 回 地方公共団体金融機構債 1.520% 98,324,658 円 2,973,287 円 

購入 第 20 回 地方公共団体金融機構債 ㉘ 2.253% 100,000,000 円 ― 

売却 第 187 回 日本高速道路保有債 ⑦ 1.662% 96,588,515 円 9,014,430 円 

購入 第 493 回 日本高速道路保有債(ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ) ⑮ 1.850% 100,000,000 円 ― 
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２ 職員退職手当基金 

前年度末現在高は５８,５５２,２３４円で、債券の利子（年利率１.１３０％）の運用益金

５６５,０００円と積立金５,０００,０００円の合計５,５６５,０００円を積み増ししたため、

決算年度末現在高は６４,１１７,２３４円となっている。 

また、決算年度当初は 1本の債券（額面５千万円）を保有し、決算年度中に岳南排水路基金

保有の同債券から１千万円を振り替えている。 
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（単位：円）

１　岳南排水路基金

年度 利回り

R4 1.441%

R5 2.048%

R6 2.118%

R6年度　岳南排水路基金　運用益金内訳

岳南排水路基金預金状況（R7.3.31現在）

　別　段　預　金 　　

番号 利率

1 0.150%

2 第108回　利付国債 1.900%

3 第118回　利付国債 2.000%

4 0.145%

5 第136回　利付国債 1.600%

6 東京電力パワーグリッド㈱第42回社債 1.130%

7 第187回　日本高速道路保有債 1.662%

8 第36回　地方公共団体金融機構債 1.566%

9 東京電力パワーグリッド㈱第36回社債 1.450%

10 東京電力パワーグリッド㈱第40回社債 1.370%

11 東京電力パワーグリッド㈱第46回社債 1.050%

12 東京電力パワーグリッド㈱第48回社債 0.880%

13 東京電力パワーグリッド㈱第51回社債 1.100%

14 Ｆ733回　地方公共団体金融機構債 1.161%

15 1.850%

16 第165回　日本高速道路保有債 1.626%

17 静岡県第12回公募公債 0.822%

18 第60回　利付国債 0.900%

19 静岡県第15回公募公債 0.731%

20 第20回　東京都公募公債 0.722%

21 第75回　利付国債 1.300%

22 第17回　地方公共団体金融機構債 1.332%

23 1.815%

24 第18回　地方公共団体金融機構債 1.841%

25 第82回　利付国債 1.800%

26 大阪市第19回30年公募公債 2.300%

27 愛知県令和6年度第10回公募公債(30年) 2.191%

28 第20回　地方公共団体金融機構債 2.253%

29 第177回　日本高速道路保有債 1.104%

30 第187回　日本高速道路保有債 1.308%

(100,000,000) 99,907,909

令和30年 9月20日 (100,000,000)

令和30年 3月19日 (100,000,000) 99,999,561

額　　面 購入金額

令和10年12月20日

(100,000,000) 100,000,000

(200,000,000)

令和17年 4月23日 (100,000,000)

10,000,000

令和15年 3月18日 (200,000,000)

100,000,000

(10,000,000) 10,000,000

297,508,110令和14年 3月20日 (300,000,000)

135,815,508

令和19年 4月24日 (100,000,000) 100,000,000

(100,000,000)

(100,000,000)

合　　　　　計

令和35年 5月28日

令和36年 3月20日

基 金 運 用 状 況

預金保有高

0

100,000,000

100,000,000

100,000,000

193,177,031

99,705,369

99,984,320

令和33年 9月20日 (100,000,000)

100,000,000

(100,000,000) 98,563,562

令和12年 6月20日

令和14年10月 8日 (40,000,000) 40,000,000

令和13年10月24日

(10,000,000)

令和33年 9月20日 (50,000,000)

令和18年 8月29日 (100,000,000)

100,000,000

199,822,000

3,322,010,859

令和39年 3月19日 (100,000,000) 100,000,000

債　券　小　計 (3,210,000,000) 3,186,195,351

令和34年 6月20日

94,670,312

99,346,164

令和38年 3月17日

令和25年 3月27日 (100,000,000)

令和16年 4月28日 (200,000,000)

(100,000,000)

第493回　日本高速道路保有債(ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

静岡県第1回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ・5年) 令和 9年 9月17日

25,085,491

令和17年 7月13日

令和35年 9月19日

銘　柄　名 償　還　日

令和26年11月30日

長野県令和3年度第3回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ(10年))

令和27年 9月20日

運用益金計

69,969,720

令和18年 4月22日 (100,000,000)

東京都公募公債(東京ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ(30年))第7回

令和35年10月28日 (100,000,000)

3,303,041,139 69,969,720 0 51,000,000 3,322,010,859

繰替運用に伴う利子債券利子

44,834,456

債券売却差益

49,773

(100,000,000) 100,000,000

(100,000,000) 100,000,000

197,745,260

債券償還差益

50,000,000

前年度末現在高 運 用 益 金 積　立　金 取り崩し額 決算年度末現在高

3,281,816,696 67,224,443 0 46,000,000 3,303,041,139

3,279,535,155 47,281,541 0 45,000,000 3,281,816,696

95,765,753

令和36年 6月19日 (100,000,000) 100,000,000

令和36年 6月19日 (100,000,000) 100,000,000

令和36年10月28日 (100,000,000) 100,000,000

(100,000,000)
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２　職員退職手当基金

年度 利回り

R4 0.950%

R5 1.066%

R6 0.964%

R6年度　職員退職手当基金　運用益金内訳

職員退職手当基金預金状況（R7.3.31現在）

　別　段　預　金 　　

番号 利率

1 東京電力パワーグリッド㈱第42回社債 1.130%

4,117,234

銘　柄　名 償　還　日 額　　面 購入金額

令和14年10月 8日 (60,000,000) 60,000,000

合　　　　　計 64,117,234

債券利子 債券償還差益 債券売却差益 運用益金計

565,000 0 0 565,000

預金保有高

52,987,234 565,000 5,000,000 0 58,552,234

58,552,234 565,000 5,000,000 0 64,117,234

前年度末現在高 運 用 益 金 積　立　金 取り崩し額 決算年度末現在高

47,535,234 452,000 5,000,000 0 52,987,234
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別表

　　　歳　　入　　歳　　出
歳入

款 項

1 使用料及び 438,203,003 74.9 △ 3,635,429 △0.8

1 手数料 1 使　 用 　料 438,203,003 74.9 △ 3,635,429 △0.8

2 手 　数 　料 0 0.0 0 －

2 財　産　収　入 47,766,409 8.2 △ 7,449,933 △13.5

1 財産運用収入 47,733,541 8.2 △ 7,427,317 △13.5

2 財産売払収入 32,868 0.0 △ 22,616 △40.8

3 繰　　入　　金 1 基金繰入金 45,000,000 7.7 △ 53,500,000 △54.3

4 繰　　越　　金 1 繰　 越 　金 54,112,153 9.2 15,017,964 38.4

5 諸　　収　　入 115,036 0.0 6,578 6.1

1 預 金 利 子 0 0.0 0 －

2 雑　　　　 入 115,036 0.0 6,578 6.1

585,196,601 100.0 △ 49,560,820 △7.8

歳出

款 項

1 議　　会　　費 1 議　 会 　費 235,813 0.0 △ 6,155 △2.5

2 総　　務　　費　 486,240,352 90.2 △ 34,002,090 △6.5

1 総務管理費　 138,483,996 25.7 3,255,380 2.4

2 施設管理費 81,586,844 15.1 △ 8,655,554 △9.6

3 施設維持改良費 266,169,512 49.4 △ 28,601,916 △9.7

3 公　　債　　費 1 公　 債　 費 1,350 0.0 1,350 皆増

4 諸　支　出　金 1 積　 立　 金 52,733,541 9.8 △ 7,427,317 △12.3

5 予　　備　　費 1 予 　備 　費 0 0.0 0 －

539,211,056 100.0 △ 41,434,212 △7.1

                    　　　　　　年 度
区 分

令　和　4　年　度

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

合　　　　計

前年比
増減率

合　　　　計

                    　　　　　　年 度
区 分

令　和　4　年　度

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

前年比
増減率
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　決　　算　　年　　度　　比　　較　　表

426,956,410 72.8 △ 11,246,593 △2.6 428,002,071 73.5 1,045,661 0.2

426,956,410 72.8 △ 11,246,593 △2.6 428,002,071 73.5 1,045,661 0.2

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

67,810,123 11.6 20,043,714 42.0 70,549,174 12.1 2,739,051 4.0

67,789,443 11.6 20,055,902 42.0 70,534,720 12.1 2,745,277 4.0

20,680 0.0 △ 12,188 △37.1 14,454 0.0 △ 6,226 △30.1

46,000,000 7.8 1,000,000 2.2 51,000,000 8.8 5,000,000 10.9

45,985,545 7.8 △ 8,126,608 △15.0 32,650,622 5.6 △ 13,334,923 △29.0

115,616 0.0 580 0.5 117,214 0.0 1,598 1.4

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

115,616 0.0 580 0.5 117,214 0.0 1,598 1.4

586,867,694 100.0 1,671,093 0.3 582,319,081 100.0 △ 4,548,613 △0.8

356,520 0.1 120,707 51.2 189,000 0.0 △ 167,520 △47.0

481,032,120 86.8 △ 5,208,232 △1.1 468,658,019 86.1 △ 12,374,101 △2.6

135,766,004 24.5 △ 2,717,992 △2.0 137,757,613 25.3 1,991,609 1.5

88,644,340 16.0 7,057,496 8.7 87,257,971 16.0 △ 1,386,369 △1.6

256,621,776 46.3 △ 9,547,736 △3.6 243,642,435 44.8 △ 12,979,341 △5.1

38,989 0.0 37,639 2788.1 49,773 0.0 10,784 27.7

72,789,443 13.1 20,055,902 38.0 75,534,720 13.9 2,745,277 3.8

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

554,217,072 100.0 15,006,016 2.8 544,431,512 100.0 △ 9,785,560 △1.8

(単位：円、％）

令　和　5　年　度 令　和　6　年　度

前  年  比
増  減  額

前年比
増減率

前年比
増減率

前年比
増減率

決  算  額

決  算  額 構成比決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

(単位：円、％）

令　和　5　年　度 令　和　6　年　度

構成比
前  年  比
増  減  額

前年比
増減率
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